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                           資料４ー１  

 ＯＤＡの総合性確保  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(単位:件(延べ)，％)

援助形態間の連携・調整 各種協力形態・機関間の連携 94 54% 6 4% 20 7% 120 20%

他の援助国、国際機関、
NGO等との連携等

他の援助国及び国際機関との協
調、NGO等への支援及び連携

37 21% 22 15% 29 10% 88 15%

民間部門の活用、OOF等民
間経済協力との連携等

OOF、民間部門との連携 9 5% 17 12% 36 13% 62 10%

効果的・効率的な実施体制
の確保等

政府全体を通じた連携・調整 13 8% 13 9% 20 7% 46 8%

人材の養成・確保、活用 開発人材の育成 1 1% 16 11% 17 6% 34 6%

広報・開発教育の強化 国民の理解と参加の促進 5 3% 9 6% 18 6% 32 5%

情報公開の促進 情報公開の推進 3 2% 5 3% 17 6% 25 4%
案件発掘・形成調査等及び
評価活動の充実

事前調査、モニタリング、事後
評価の充実強化

0 0% 6 4% 17 6% 23 4%

その他 その他 11 6% 50 35% 107 38% 168 28%

計 173 100% 144 100% 281 100% 598 100%

　　　　　は、「総合性確保」に関連するもの。

  評価報告書、文献等における政府開発援助大綱及び中期政策における政策面に関する記述

計審議会答申等政府開発援助大綱 中期政策 評価報告書 文献等

 

 

○ 総合性確保の重要性（文献レビュー） 

 ・ ＯＤＡ大綱及び中期政策に掲載されたＯＤＡの政策等に関する事項に関連する記述に

ついて、各種文献をレビュー（全体で598件(評価結果173件、文献144件、答申等281件)）

した結果、総合性確保に係る事項の該当数が多い。 

「援助形態間の連携・調整」（120件20%） 

「他の援助国、国際機関、ＮＧＯ等との連携等」（88件15%） 

「民間部門の活用、民間経済協力との連携強化」(62件10%) 

「効果的・効率的な実施体制の確保等（政府全体を通じた連携・調整）」（46件 8%）

 

・ ＯＤＡプロジェクト･プログラムの成果・効果の持続、自立発展を促すためにも各援

助形態間や援助主体間（関係省庁、実施機関等）の連携・調整による整合的・一体的な

実施が重要 

また、「自助努力支援」が日本のＯＤＡの基本理念 


